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１．研究の背景

新幹線駅は在来線駅に比べ駅勢圏が広く、駅周辺
の自治体に与える影響も大きい。1964 年の東海道
新幹線開業以来、我が国では新幹線のネットワーク
が拡大し続け、50 年以上にわたって多くの都市を
結んできた。今後も、北陸新幹線の大阪延伸や北海
道新幹線の札幌延伸等が進み、新たに新幹線駅が立
地する自治体も、同様の影響を受けることになると
考えられる。また、時間とともに、日本全国の人口
が減少する一方である。21 世紀初頭に新幹線沿線
市町村の人口はまだ増加していたが、2015 年に至
り、新幹線沿線市町村でさえ人口が減少することも
ある。従って、新幹線の駅が近くにできることが、
自治体の人口にどのような影響を与えるかを定量化
することは重要である。

そこで本研究では、新幹線の整備効果について統
計的因果推論の枠組みで分析し、自治体属性、他の
交通機関や経済などの影響を考えながら、沿線市町
村人口の増減に与える影響を定量化することを目的
とする。さらにその際には、新幹線駅の影響範囲を
定義する、駅から市町村までの道路距離の閾値を複
数設定し、沿線市町村とみなす自治体数を変化させ
て、因果効果がどのように変化するかを観察する。

２．研究の方法

（１）研究対象
本研究の分析年次は 2000 年～ 2015 年である。

2015 年までに開通していたフル規格新幹線を対象
路線としたため、分析年次まで新幹線が整備されて
いない四国地方と北海道地方の市町村を除外した。
そして大都市や離島の影響を除くため、首都圏 ( 一

都三県 )、政令指定都市、離島地域と福島県避難地
域を除外した日本全国の 1126 の市町村を対象とし
た。

（２）研究手法
a)　傾向スコア 1)

第 i 対象者の共変量 ( 割当変数と結果の両方に影
響を与える変数 ) の値を xi 、割当変数 ( ある施策が
行われるかどうかを示す変数 ) の値を zi とするとき、
群１に割り当てられる確率 ei は傾向スコアと呼ばれ
る式 (1) で表せる。 

 𝑒𝑒� � ��𝑧𝑧� � 1|𝑥𝑥��  (1)

無作為割付が不可能な状況において、ある施策の
効果を調べたい際には交絡因子 ( 従属変数に影響を
与える共変量 ) の分布が説明変数の値によって異な
る可能性がある。共変量の影響を除去するためにこ
れまで共分散分析などの手法が利用されてきたが
様々な制約が多いという欠点があって、先行研究 1)

に傾向スコアを用いた。本研究でも傾向スコアを用
いて共変量の影響を考えて、マッチングの基準とす
る。
b)　傾向スコアの算出に用いる変数

本研究で分析に用いた変数を表 1 に示す。IPW 推
定量と DID 分析によって新幹線駅の整備効果をそれ
ぞれに算出するため、IPW 推定量の計算に用いる傾
向スコア式には人口変動数を入れ、DID 分析に用い
る傾向スコア式には人口変動率を入れる。 

両方に共通する変量は以下の通りである。市町村
ごとに新幹線駅のダミー変数を目的変数とし、沿岸
部ダミー、豪雪地帯ダミー、可住地面積割合、在来
線実延長を各自治体総面積で割ったもの、高速道路
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実延長を各自治体総面積で割ったもの、高速道路 IC
数、各市町村の役場から最も近い IC までの道路距
離を説明変数とする。そして新幹線駅あり市町村グ
ループを処置群、新幹線駅なし市町村グループを対
照群とする。人口変動に関する共変量を加えてロジ
スティック回帰分析を行うことで、傾向スコア、つ
まり各市町村が処置群に割り当てられる確率が得ら
れる。そして人口に関する変数は、国勢調査に基
づいて 1985 ～ 2015 の間五年ごとのデータを集計
する。このため、本研究の基準年は 1985、1990、
1995、2000、2005、2010、2015 年とする。
c)　新幹線駅ダミーの設定方法

本研究は新幹線駅の整備が駅周辺市町村の人口変
動に与える影響を分析するため、 駅勢圏を定めるこ
とは必要である。しかしながら今の時点で新幹線駅
の影響範囲を統計的に推定できないので、本研究で
は市町村役場から新幹線駅までの道路距離を 5km
～ 9km の範囲に 1km ごとに分け、10km ～ 20km
の範囲に 2.5km ごとに分けて、駅の整備効果を一
つずつ算出する。それによって、新幹線駅ダミーは、
定義された駅勢圏内に位置する市町村は 1 とし、他
の市町村は 0 とする。
d)　傾向スコアマッチング DID 分析 2) ～ 5)

傾向スコアマッチング DID 分析 (Propensity Score 
Matching-Difference-in-Differences Analysis, PSM-
DID) とは、ある政策を導入する前のアウトカムと導
入した後のアウトカムを比較したときに、対照群の
導入前後でのアウトカム差分を時間による影響と考
え、処置群の導入前後でのアウトカムから対照群の
それを取り除いて政策導入による影響を算出する方
法である。数理的には、処置を受けた状態のアウト
カムと処置を受けていない状態のアウトカムを計算

して、式 (2) の DID 分析の回帰式によって、処置群
に対する平均処置効果が推定できる。ここで、y は
人口変動率、G は処置ダミー ( 新幹線駅があるかど
うか )、T は時点ダミー ( 政策導入前は 0、政策導入
後は 1 をとるダミー変数 )、εは誤差項、α1 ～α 4

は係数、G と T と無相関である必要がある 4)。

   (2)

式 (2) に従って処置群 (G=1) の政策導入前 (T=0)
の人口変動率 a、処置群 (G=1) の政策導入後 (T=1)
の人口変動率 b、対照群 (G=0) の政策導入前 (T=0)
の人口変動率 c、対照群 (G=0) の政策導入後 (T=1)
の人口変動率 d が算出できる。そして 4 つの値を用
いて、式 (3) によって処置群についての平均処置効
果が算出できる。

   (3)

これが DID 分析による新幹線駅整備が地域人口変
動に与える因果効果である。

処置群の平均処置効果を推定するため、処置群の
市町村について処置を受けていなかったときの状態
( 反事実の状態 ) と、 対照群の状態が並行トレンドを
持つ必要がある。本研究では傾向スコアマッチング
によって、同じペアの２つの市町村が同じ発展トレ
ンドを持つことを確保したうえで、DID 分析を行う。
傾向スコアを使って DID 分析に用いる処置群と対照
群のペアを組んで、回帰分析を行って因果効果を計
算する。

表 1　用いた変数
説明変数 集計方法 データ出典

新幹線駅 ( ダミー ) 新幹線駅から一定の道路距離以内の市町村を 1 鉄道時系列データ
沿岸部 ( ダミー ) 沿岸部の市町村を 1 沿岸部データ

豪雪地帯 ( ダミー ) 豪雪地帯の市町村を 1 豪雪地帯データ
可住地面積割合 可住地面積 / 自治体総面積 可住地面積割合

在来線密度 鉄道在来線延長 / 自治体総面積 (1/km) 鉄道時系列データ
在来線駅数 当該自治体行政区域内在来線駅の数 鉄道時系列データ

高速道路密度 高速道路延長 / 自治体総面積 (1/km) 高速道路時系列データ
高速道路 IC 数 当該自治体行政区域内高速道路 IC の数 高速道路時系列データ
ニュータウン 当該自治体行政区域内ニュータウンの数 ニュータウンデータ
中心―IC 距離 市町村役場から最も近い IC までの道路距離 (km) 高速道路時系列データ

第一次産業割合 各市町村の第一次産業就業者数 / 総人口数 国勢調査
第二次産業割合 各市町村の第二次産業就業者数 / 総人口数 国勢調査

自治体人口 ( ダミー ) 人口総数が三万人以上の市町村を 1 国勢調査
人口増減率 人口増減数 / 人口総数 国勢調査
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３．DID 分析に関する結果

（１）傾向スコアの計算
IPW 推定量の計算に人口総数と人口変動数という

変数を使用したが、DID 分析に関して、重み付きを
行っていないため、 人口変動数より人口変動率を用
いることが適切だと考える。 

（２）傾向スコアマッチング
本研究では、非復元最近傍マッチング法を用いた。

処置群の市町村の傾向スコアに最も近い市町村を対
照群から抽出し、一対一のペアを作った。よって処
置群市町村の傾向スコアと対照群市町村の傾向スコ
アが同じだったら完璧なマッチングができる。しか
し処置群と対照群に完全に等しい傾向スコアは存在
しないため、マッチングするときバイアスが避けら
れない。

このため、本研究はキャリパーを設定しキャリ
パーマッチングを行った。マッチングの段階に生じ
たバイアスをできるだけ取り除くため、ここはキャ
リパーを 0.1 に設定してペアを組んだ。キャリパー
マッチングをした処置群と対照群市町村の傾向スコ
アの分布状況はおおむね良好で。最近傍マッチング
より良くなった。一方、マッチング状況が改善され
たものの、ペア数が減ったため、傾向スコアが 0.3
以上の区間にサンプル数が少ない。よって、この区
間の処置群についての平均因果効果 (ATT：Average 
Treatment Effect on the Treated) を算出することに
しても現実の状況をうまく説明できない可能性もあ
る。

（３）DID 分析による因果効果
DID 分析による人口変動率をアウトカムとして

算出した ATT のまとめを図 1 に示す。図 1 は、新
幹線駅あり市町村 ( 処置群 ) と新幹線駅なし市町村
( 対照群 ) の人口変化率の差を定量的に示すグラフ
であり、処置群についての平均因果効果を示してい
る。つまり、各分析年次において、新幹線が整備さ
れることによりどれくらいの人口変動率がもたらさ
れるかを示している。新幹線駅の影響範囲を定義す
る、市町村役場から新幹線駅までの道路距離の閾値
を複数設定し、沿線市町村とみなす自治体数を変化
させて、因果効果がどのように変化するかを観察し
ている。また、人口変動率は人口変動の速度をある
程度に反映できるので、新幹線駅の平均処置効果が
プラスになることにしても、人口の増加を減速させ
ればまだ沿線市町村にマイナスの影響を与える可能
性がある。

人口変動率をアウトカムとするとき、2000 年～
2005 年と 2005 年～ 2010 年の人口変動率は駅勢
圏 5km ～ 20km の全ての範囲内に新幹線駅の整備
が地方人口変動に正の影響を与えている。さらに、
新幹線駅からの距離が 7km ～ 20km の範囲にある
市町村については 2000 年～ 2015 年の人口変動率
が +0.2% ～ +0.9% の区間に維持されている。つま
り、2000 年から日本全国においての人口が減少す
る傾向に反して、新幹線駅を近隣に持つ市町村はま
だ一定の人口増加速度を保っていることから、新幹
線駅の整備は 7km ～ 20km までの処置群市町村に
正の影響を与えていることがわかる。ただし一方で、
2010 年～ 2015 年の人口変動率データからは新幹
線駅から 5km ～ 6km の市町村の人口変動率が負の
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図 1　新幹線駅があることによる自治体の人口変動率の変化
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値となっていることには留意する必要がある。

４．まとめ 

本研究では、1996 年～ 2015 年の 20 年の間に新
幹線駅の整備が沿線自治体の人口変動に与える影響
を因果推論の手法で実証的に示すことを目的に、そ
の因果効果を推定した。

PSM-DID 分析による新幹線駅の整備効果からみる
と、2010 年の結果を除く新幹線駅は沿線市町村の
総人口の増加に寄与すると考えられる。全国の人口
減少傾向に反して、多くの処置群市町村はまだある
程度の総人口増加率を維持されている、つまり一定
の人口増加速度を保つことによって、新幹線駅の整
備は駅周辺市町村の総人口増減にプラスの役割を果
たしていると言える。

本研究の分析結果によると、新幹線駅が大部分の
地方市町村の人口変動に正の影響を与えていること
がわかったが、6km 影響範囲内の市町村に対してほ
ぼ負の影響を与えていることも示している。原因は
よくわからないが、今後は新幹線各路線の区別や他
の人口集中要因に着目し、駅周辺地域に焦点を置く
分析が必要である。また人口変動も社会増減と自然
増減に区別できるため、 自然増減の影響を排除して
社会増減を分析することも将来の課題の一つである。
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